
１ 

札幌圏都市計画地区計画の変更（札幌市決定） 【 決 定 番 号 第 10 号 （ 再 ） 】 
 決 定  平 成 14年 5月  8日 （告示第 556号） 

                            変 更  平 成 1 9年 6月 2 7日 （告示第 905号） 

都市計画東さっぽろ地区地区計画を次のように変更する。 平 成 2 4年 8月 1 0日 （告示第 1928号） 

 決 定  平 成 14年 5月  8日 （告示第  556号） 

                            へんこう  平 成 1 9年 6月 2 7日 （告示第  905号） 

１ 地区計画の方針  

名   称 東さっぽろ地区地区計画 

位   置 札幌市白石区東札幌 3 条 1 丁目、4 条 1 丁目、5 条 1 丁目及び 6 条 1 丁目の各一部 

区   域 計画図表示のとおり 

面   積 １７．８ ha 

地区計画の目標 当地区は、都心部より東方約３km に位置する旧国鉄東札幌駅跡地であり、交通

利便性の高い、市街地に残された数少ない大規模未利用地となっていた。 

第４次札幌市長期総合計画において、東札幌地区は高次都市機能拠点のひとつと

位置づけられ、コンベンションセンター等の公共施設や商業・業務施設などの集積

により、集客交流産業の振興と活力ある企業や人材の育成を先導する拠点としての

整備を図るべき地区とされており、土地区画整理事業により基盤整備等の開発が行

われたところである。 

そこで本計画では、当該土地区画整理事業の事業効果の維持及び増進を図り、地

区にふさわしい公共施設及び商業・業務機能の充実を図ることにより、当該拠点を

形成し、緑豊かでにぎわいのある都市空間の創出を目標とする。 

土地利用の方針 高次都市機能拠点としてふさわしい適正な土地利用を誘導するよう、地区を

次のように区分し、土地利用に関する基本方針を以下のように定める。 

１ 公共施設地区 

国際的、広域的な観点から、多様な地域間の交流及び広範な市民交流を推進す

るコンベンションセンターと、産業の振興に資する人材の育成や企業活動を支援

する産業振興施設及び市民、企業、行政の情報交流の拠点となる市民情報センタ

ー等を誘導し、諸機能が連携することによる新たな交流活動及び経済活動の発展

を目指す地区とする。 

２ 商業業務地区 

土地の高度利用を推進し、産業の活性化と広域交流の拠点としての機能を高める

ため、公共施設の機能を補完するとともに、地域の既存機能との連携を図り、集客

交流に寄与する商業・業務機能などの誘導・整備を図る地区とする。 



２ 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

に

関

す

る

方

針

 

公共施設等

の整備の方

針 

 土地利用転換にあたって必要な公共的基盤を適切に配置し、良好な街区の形

成を推進するため、以下のように定める。 

１ 地下鉄東札幌駅と商業・業務施設、コンベンションセンター等の公共施設

を結ぶ良好な歩行者空間を創出するため、「南郷通」と「東さっぽろ循環通」

の歩道沿いに、歩行者にゆとりとうるおいを与えるよう緑地的な要素を兼ね

備えた歩道沿い空地を整備する。 

２ 「南郷通」と「東さっぽろ循環通」の交差する部分に、歩行者を当地区全

体にスムーズに誘導するために、植栽等を施した広場状の空地を整備する。 

３ 「東さっぽろ３条通」と「東さっぽろ循環通」の交差する部分に、植栽等

を施した広場状の空地を整備する。 

４ 商業業務地区と公共施設地区との間に、歩行者を円滑かつ安全に両地区へ

誘導するため、歩行者専用通路と広場状の空地を整備する。 

建築物等の

整備の方針 

 地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、良好な市街地環境の整備を図

るため、以下のように定める。 

１ 建築物については、道路から適切な壁面後退を行い、歩行者空間と一体的な緑

地空間を創出するとともに、各機能の相互環境に配慮した建物配置を行う。 

２ 建築物の外観及び色彩は、良好な景観形成に資するため、落ち着きのある色調

にするなど、周辺環境に配慮したものとする。 

３ 適切な規模の駐車場の整備を図る。 

再

開

発

等

促

進

区
 

区 域 計画図表示のとおり（地区計画の区域全域に再開発等促進区を定めるものとする）

面 積 １７．８ ha 

主要な公共

施設の配置

及び規模 

歩道沿い空地１号  幅員 ４．５ｍ  延長 約８０ｍ 

歩道沿い空地２号  幅員 ２．０ｍ  延長 約４３０ｍ 

歩行者専用通路   幅員 ６．０ｍ  延長 約９５ｍ 

広場１号      面積 約６０㎡ 

広場２号      面積 約１００㎡ 

広場３号      面積 約１００㎡ 

（配置は計画図表示のとおり） 

 

 



３ 

２ 地区整備計画 

 

理  由 

 土地区画整理事業による土地利用転換に伴い、用途地域等を変更することから、これに合わせ所要の規定整理を行うため、地区計

画の変更を行うものである。  

 

名   称 東さっぽろ地区 

区   域 計画図表示のとおり 

面   積 ９．１ ha 

地区施設の配置及

び規模 
広場 ４号  面積 約１００㎡  （配置は計画図表示のとおり） 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区 

の 

区分 

名 称 公 共 施 設 地 区 商 業 業 務 地 区 

面 積 ５．８ ha ３．３ ha 

建築物等の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

(1) 住宅（建築物の一部を住宅の用途に供する

もの及び長屋も含む｡) 

(2) 神社、寺院、教会その他これらに類するも

の 

(3) 老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他

これらに類するもの 

(4) 公衆浴場 

(5) ボーリング場、スケート場、水泳場、スキ

ー場、ゴルフ練習場又はバッティング練習場

(6) 自動車教習所 

(7) 畜舎 

(8) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬

投票券発売所、場外車券売場その他これらに

類するもの 

(9) カラオケボックスその他これらに類する

もの 

(10) 倉庫業を営む倉庫 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

(1) 住宅（建築物の一部を住宅の用途に供する

もの及び長屋も含む｡)  

(2) 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する

もので、当該用途に供する部分の床面積の合

計が延べ面積の２分の１を超えるもの及び

１階又は２階の部分を共同住宅の住戸若し

くは住室、寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室の

用途に供する建築物 

(3) 神社、寺院、教会その他これらに類するも

の 

(4) 老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他

これらに類するもの 

(5) 自動車教習所 

(6) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬

投票券発売所、場外車券売場その他これらに

類するもの 

(7) 倉庫業を営む倉庫 

建築物の敷地面

積の最低限度 
１,０００㎡ 

建築物の壁面の

位置の制限 

 道路境界線（隅切部分を除く。）から建築物の外壁又はこれに代わる柱（以下「外壁等」とい

う。) の面までの距離の最低限度は、都市計画道路「南郷通」の境界線からの距離にあっては４．

５ｍ、都市計画道路「東さっぽろ循環通」及び都市計画道路「東さっぽろ５条通」の境界線から

の距離にあっては２ｍ、その他の道路の境界線からの距離にあっては１ｍとする。 

ただし、道路上に設けられた横断歩道橋又は道路の上空に設けられた渡り廊下と接続する渡り

廊下その他これらに類する用途に供する建築物の部分の外壁等は、この限りでない。 

建築物の形態又

は意匠の制限 

 建築物の屋根は、落雪及びたい雪に必要な空地を有する場合を除き、道路、主要な公共施

設及び地区施設側に傾斜する形態としてはならない。 

備   考 
用語の定義及び面積等の算定方法については、特別に定めるものを除き、建築基準法及び

同法施行令の例による。 
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変更説明書（新旧対照表） 

 

札幌圏都市計画東さっぽろ地区地区計画 

 

変更内容 

 

 

 

１ 地区計画の方針  

事 項 
計  画  内  容 

新 旧 

土地利用の方針 

高次都市機能拠点としてふさわしい適

正な土地利用を誘導するよう、地区を次の

ように区分し、土地利用に関する基本方針

を以下のように定める。 

１ 公共施設地区 

国際的、広域的な観点から、多様な地

域間の交流及び広範な市民交流を推進す

るコンベンションセンターと、産業の振

興に資する人材の育成や企業活動を支援

する産業振興施設及び市民、企業、行政

の情報交流の拠点となる市民情報センタ

ー等を誘導し、諸機能が連携することに

よる新たな交流活動及び経済活動の発展

を目指す地区とする。 

２ 商業業務地区 

土地の高度利用を推進し、産業の活性

化と広域交流の拠点としての機能を高め

るため、公共施設の機能を補完するとと

もに、地域の既存機能との連携を図り、

集客交流に寄与する商業・業務機能など

の誘導・整備を図る地区とする。 

高次都市機能拠点としてふさわしい適

正な土地利用を誘導するよう、地区を次の

ように区分し、土地利用に関する基本方針

を以下のように定める。 

１ 公共施設地区 

国際的、広域的な観点から、多様な地

域間の交流及び広範な市民交流を推進す

るコンベンションセンターと、産業の振

興に資する人材の育成や企業活動を支援

する産業振興施設及び市民、企業、行政

の情報交流の拠点となる市民情報センタ

ー等を誘導し、諸機能が連携することに

よる新たな交流活動及び経済活動の発展

を目指す地区とする。 

２ 商業業務Ａ、Ｂ地区 

土地の高度利用を推進し、産業の活性

化と広域交流の拠点としての機能を高め

るため、公共施設の機能を補完するとと

もに、地域の既存機能との連携を図り、

集客交流に寄与する商業・業務機能など

の誘導・整備を図る地区とする。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

公共施

設等の

整備の

方針 

土地利用転換にあたって必要な公共的

基盤を適切に配置し、良好な街区の形成を

推進するため、以下のように定める。 

１ 地下鉄東札幌駅と商業・業務施設、コ

ンベンションセンター等の公共施設を

結ぶ良好な歩行者空間を創出するため、

「南郷通」と「東さっぽろ循環通」の歩

道沿いに、歩行者にゆとりとうるおいを

与えるよう緑地的な要素を兼ね備えた

歩道沿い空地を整備する。 

２ 「南郷通」と「東さっぽろ循環通」の

交差する部分に、歩行者を当地区全体に

スムーズに誘導するために、植栽等を施

した広場状の空地を整備する。 

３ 「東さっぽろ３条通」と「東さっぽろ

循環通」の交差する部分に、植栽等を施

した広場状の空地を整備する。 

４ 商業業務地区と公共施設地区との間

に、歩行者を円滑かつ安全に両地区へ誘

導するため、歩行者専用通路と広場状の

空地を整備する。 

土地利用転換にあたって必要な公共的

基盤を適切に配置し、良好な街区の形成を

推進するため、以下のように定める。 

１ 地下鉄東札幌駅と商業・業務施設、コ

ンベンションセンター等の公共施設を

結ぶ良好な歩行者空間を創出するため、

「南郷通」と「東さっぽろ循環通」の歩

道沿いに、歩行者にゆとりとうるおいを

与えるよう緑地的な要素を兼ね備えた

歩道沿い空地を整備する。 

２ 商業業務Ａ地区の「南郷通」と「東さ

っぽろ循環通」の交差する部分に、歩行

者を当地区全体にスムーズに誘導する

ために、植栽等を施した広場状の空地を

整備する。 

３ 商業業務Ｂ地区の「東さっぽろ３条

通」と「東さっぽろ循環通」の交差する

部分に、植栽等を施した広場状の空地を

整備する。 

４ 商業業務Ｂ地区と公共施設地区との

間に、歩行者を円滑かつ安全に両地区へ

誘導するため、歩行者専用通路と広場状

の空地を整備する。 

区域内の用途地域の変更に合わせ、地区の区分、建築物の用途の制限及び容積率の最高限度を変更する。



２ 地区整備計画 

 

事 項 
計  画  内  容 

新 旧 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

（制限事項

名称） 
建築物等の用途の制限 建築物の用途の制限 

地区の区分 

（計画図表

示のとお

り） 

公共施設地区    ５．８ ｈａ 

商業業務地区    ３．３ ｈａ 

公共施設地区   ５．８ ｈａ 

商業業務Ａ地区    ０．４ ｈａ 

商業業務Ｂ地区  ２．９ ｈａ 

地区の区分 公共施設地区 公共施設地区 

建築物等の

用途の制限 
次の各号に掲げる建築物は、建築してはな

らない。 

(1) 住宅（建築物の一部を住宅の用途に供す

るもの及び長屋も含む｡) 

(2) 神社、寺院、教会その他これらに類する

もの 

(3) 老人ホーム、身体障害者福祉ホームその

他これらに類するもの 

(4) 公衆浴場 

(5) ボーリング場、スケート場、水泳場、ス

キー場、ゴルフ練習場又はバッティング練

習場 

(6) 自動車教習所 

(7) 畜舎 

(8) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

(9) カラオケボックスその他これらに類する

もの 
(10)  倉庫業を営む倉庫 
 

次の各号に掲げる建築物は、建築してはな

らない。 

(1) 住宅（建築物の一部を住宅の用途に供す

るもの及び長屋も含む｡) 

(2) 神社、寺院、教会その他これらに類する

もの 

(3) 老人ホーム、身体障害者福祉ホームその

他これらに類するもの 

(4) 公衆浴場 

(5) 建築基準法別表第２（り）項に掲げるも

の 

(6) ボーリング場、スケート場、水泳場、ス

キー場、ゴルフ練習場又はバッティング練

習場 

(7) 自動車教習所 

(8) 畜舎 

(9) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

(10) カラオケボックスその他これらに類する

もの 

(11) 倉庫業を営む倉庫 
(12) キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダ
ンスホールその他これらに類するもの 



 

事 項 
計  画  内  容 

新 旧 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 商業業務地区 商業業務Ａ地区 商業業務Ｂ地区 

建築物等の

用途の制限 
次の各号に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

(1) 住宅（建築物の一部を住宅の用途に供する

もの及び長屋も含む｡)  

(2) 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する

もので、当該用途に供する部分の床面積の合

計が延べ面積の２分の１を超えるもの及び１

階又は２階の部分を共同住宅の住戸若しくは

住室、寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室の用途

に供する建築物 

(3) 神社、寺院、教会その他これらに類するも

の 

(4) 老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他

これらに類するもの 

(5) 自動車教習所 

(6)マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投

票券発売所、場外車券売場その他これらに類

するもの 
(7)倉庫業を営む倉庫 
 

次の各号に掲げる建築物は、建築しては

ならない。 

(1) 住宅（建築物の一部を住宅の用途に供

するもの及び長屋も含む｡)  

(2) 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供

するもので、当該用途に供する部分の床

面積の合計が延べ面積の２分の１を超え

るもの及び１階又は２階の部分を共同住

宅の住戸若しくは住室、寄宿舎の寝室又

は下宿の宿泊室の用途に供する建築物 

(3) 神社、寺院、教会その他これらに類す

るもの 

(4) 老人ホーム、身体障害者福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

(5) 建築基準法別表第２（り）項に掲げる

もの 

(6) 自動車教習所 

(7) 畜舎 

(8) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その他

これらに類するもの 

(9) 倉庫業を営む倉庫 
(10) キャバレー、料理店、ナイトクラブ、
ダンスホールその他これらに類するもの

建築物の容

積率の最高

限度 
 10 分の 30 
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